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［研究論文］

サービス概念の再検討

近　藤　隆　雄

Reexamination of Service Concept
Takao  Kondo

　わが国では、「サービス」という用語に明確な定義が存在しない。これは実務界に限らず、学会にお

いても同様である。しばしば「モノやサービス」と一括りにされる経済的「財」に関連した使い方で

も、「サービス経済化」といった社会レベルで使用される場合もあり、また「洗車サービス」といった

具体的活動を表す場合もある。

　こうしたサービス概念の不明確さは、財としてのサービスへの無関心さを生んできたと考えられる。

このことは実務界と学会の両方に当てはまる。

　本論では、「サービス」という用語を、それが使用されるさまざまのレベル、つまり経済、企業、商

品、活動の４つに分けて検討し、その各々のレベルにおける意味の違いや類似性を明らかにし、また、

それらの実務的なインプリケーションを探ってみたい。それにより、例えば、サービスを財としてデ

ザインする場合、どのようなサービスの定義が適切で、具体的指針となるかを明らかにする。

　なお、欧米のサービス・マーケティング／マネジメントの研究者の間では、1980年代まではモノ製

品との対比においてサービスの独自の特徴を探り、そこからサービスの定義を確定しようとする研究

が盛んであった。ところが90年代を過ぎるとこうした努力は終息することになった。なぜサービスの

定義を目指す試みは失われたのか、この点についても上記の検討過程において考えてみたい。

In Japan, the term “service” has no clear definition. This is true both in a business and an academic
worlds. This ambiguity of the meaning has been negatively influencing the business practices like service
design and also generating the non-interests to service management in an academic society.

In this paper, we examine the meanings of services expressed at four different levels: economy, industry,
merchandise and activity. Through articulating the differences of the meaning at each level, we would try
to find the proper and acceptable meaning of service which can be utilized for the designing of services for
example.

Until the end of 1980, American and European researchers had tried to find the different characteristics
of service compared with goods. From the findings they tried to formulate the definition of service. But in
1990s, most of the researchers have stopped the endeavor and giving up formulating the new and rigid
definition of service. We would also trace the reasons behind and the logic of this change through the
examination of the meanings of services.

サービス概念、拡張されたサービス・オファー、結果品質、機能品質、無体財

Service concept, augmented service offer, technical quality, functional quality, non-physical goods.

（原稿受領日　2002. 9. 21）
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Ⅰ　はじめに（問題提起）

　今日、「サービス」という用語ほど多義的に使

われる言葉はそうないであろう。ある時には奉

仕者の精神的構えを意味し、またある場合には

値引きや無料を表す。経済的財を意味する場合

に限っても、「サービス化経済」といった経済社

会の特徴を表わしたり、「洗車サービス」といっ

た具体的活動を表す場合もある。このようにこ

の言葉は、さまざまの異なったレベルで使用さ

れている。

　本論のもくろみは、まず、サービスという言

葉の意味を、その想定された対象のレベルに

よって整理して、その差異を明らかにすること

である。言葉が前提としているレベル（外延）を

意識しない使い方が、「サービス」の意味を不透

明にしている、というのが本論の仮説である。第

二に、レベルを確定することで明らかになった

各レベルごとのサービス概念から、どんな具体

的インプリケーションを引き出せるかを考察す

ることである。

　筆者のこうした問題意識を生んだ第一の理由

は、わが国におけるサービス研究の停滞がある。

欧米では、サービス・マーケティングまたはサー

ビス・マネジメントの研究領域は、独立したディ

シプリンとなるまでには至っていないが、マー

ケティング領域のサブ・ディシプリンとしては

すでに認められている（１）（２）。定期的に開催され

る国際学会が２つあり、研究ジャーナルも３誌

を数えている。しかしわが国のサービス・マー

ケティング研究はまだサブ・ディシプリンの地

位にも遠い状況である。一つの例をあげれば、わ

が国の最も著名なマーケティング研究者の一人

である嶋口がマーケティング領域のキーワード

を解説した最近の著書（３）を見ても、サービス・

マーケティング固有の用語と考えられるのは、

取り上げられている全体で 230の用語の内わず

か９にすぎない。

　なぜわが国ではサービス・マーケティングが

未発達なのか。いくつかの原因が存在するだろ

うが、主要な原因の一つは、「サービス」という

言葉の意味内容が、現在に至ってもまだ茫漠と

しているという点にあるのではないだろうか。

サービスという言葉自体は日常的に使われてい

るのだが、概念の内包は漠としている。ブラン

ド論の用語を利用すれば、認知度は抜群なのだ

が、知覚品質についてはまったく共通した了解

が形成されておらず、したがって、概念として

のブランド力は非常に低い状態にあるといえよ

う。

　このテーマを取り上げる第二の理由は、サー

ビスの定義に関する研究史的な関心からである。

欧米の研究者の間では、1980年代まではサービ

ス・マーケティングの独自性を主張するために、

モノとの対比において数多くのサービス固有の

特徴が指摘され、そうした特徴を基盤として、

サービスとは何かという議論が盛んであった。

しかし90年代に入るとサービスの定義について

の議論は下火になっていった。そして現在まで

に究極の定義として合意されたものは存在しな

いと言われている（４）。ある程度共通する合意が

確立しているので、厳密で普遍性をもつ定義を

追求することにあまり実りがないという一般的

理解が研究者の間に定着しているからだと考え

られる。それでは、なぜこうした経緯をたどっ

たのだろう。この点を検討してみることも、サー

ビス概念の特徴を明らかにすることに役立つで

あろう。

　なお、わが国においても優れた「サービスの

定義」が、野村（５）、上原（６）、山本（７）といった

研究者によって提案されている。しかし、この

三者では、取り上げるレベルと意図において内

容が異なっており、わが国でいわゆる定番の定

義として広く受け入れられるまでには至ってい
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ない。この三氏の主張についてもその特徴を検

討してみたい。

Ⅱ　レベルごとのサービス概念の検討

　「サービス」は、サービス・エコノミー／サー

ビス産業、サービス企業、商品としてのサービ

スおよび活動としてのサービスのように、「経

済」、「企業」、「商品」、「活動」の４つの異なっ

たレベルで使用されている。このように各々異

なったレベルにおける対象の内容を表示する

「サービス」という言葉は、同じ意味を表してい

るのだろうか。この点を検討してみたい。

1 サービス化経済とサービス産業（経済レベル）

　サービス化経済（サービス・エコノミー）に

は厳密な定義はない。社会の経済セクターでの

全生産に占めるサービス産業（第三次産業）の

生産のウェイトが相対的に大きくなった経済を

指す（８）（９）。したがってここではサービス産業の

定義が問題となる。

　サービス産業を含む産業分類で有名なのは、

コーリン・クラークのそれであるが、彼は第一

次産業を「素材を収集する」部門、第二次産業

を「素材を加工する」部門、第三次産業を「残

余の部分」とした。当初（1940）、第三次産業に

は建設業や公益事業は入っていなかったが、

1957年にはこれらを第三次産業に含めている。

彼の関心は、雇用を第三次産業が他部門から吸

収するという事実を統計的に示すことにあり、

サービス産業、とりわけ「サービス」について

は厳密な規定はしていない（10）。産業分類を取り

上げた他の研究者（例えば、フュックスやフー

シェ）達の関心も各産業部門の雇用や生産性が

関心事であり、そのため、企業規模が変数とし

て入ったりしていて、サービスそのものについ

ての定義は、従来からの経済学の見方に基づい

た、物理的な形をもたない財である「無形の財」

という認識であった（11）。

　では、この「無形財」という考え方にはどん

な問題点があるのだろう。

　無形財をサービスと定義すると、いくつかの

重大な例外が指摘できる。例えば、特許や知的

所有権は物理的形態の観点からは無形だが、そ

れ自体が売買され所有権が主張できる。サービ

スの本質は「機能」や「活動」であり、これら

は生成されると同時に消滅する。したがって、機

能や活動の所有権を云々するのは無意味である。

またその機能や活動の源泉（例えば、人的サー

ビスを提供する人材やシステム）は通常は売買

の対象にはならない。この点から考えると、知

的所有権は、無形だが所有権が移転するという

特性から、モノ製品と同じ属性も持っていると

言えよう。また同様に「情報」も（モノに体化

する前は）本質的に無形であるが、ある種の情

報では所有権が主張でき、したがってサービス

に含めるのは適当ではない（12）。

　このように、サービスの定義を無形財とする

見方は、単純明快だが大雑把すぎて適切ではな

い。

　なお「無形性」は普通、サービスの最も重要

な特徴として取りあげられることが多い（13）。し

かし、最近は、このことについて疑問が呈され

るようになった。グルンルースは次のように述

べている（14）。つまり、モノとサービスを区別す

る指標として「無形性」がしばしば指摘される

が、有形である「モノ」であっても、カッコい

い自慢の車や美しい晴れ着のように、顧客の

「心」にとっては、「無形の意味」や関心の方が

重要な場合があると。また、レストランでの料

理や自動車修理工場での部品のように、サービ

スを考えるうえで、モノの存在を抜きには考え

られない場合も多くあり、このことも無視する

ことはできない。こうした点を考慮すると、サー
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ビスの最も重要な特徴が「無形性」にあると主

張することには疑問が残る。

　しかしグルンルースはこうも述べている。

「サービスの本質とは、しかしながら、現象その

ものの無形性にある」（15）と。この指摘は非常に

重要である。サービス自体を検討することより、

サービスは顧客にとってどんな現象なのか（そ

してそこからどんなマーケティングの原則が認

識できるか）を考えることの方が重要なのだ、と

いう主張である。グルンルースの「サービス現

象」とは、モノやシステムも含んだ「サービス

商品」（後述）の生産と消費のプロセスのことで

あり、その本質、つまり顧客に対する全体的な

機能や効用は無形の現象なのだということであ

る。

2 サービス企業（企業レベル）

　現行の日本標準産業分類では、サービス産業

（第三次産業）とは、大分類項目（14業種）の内、

G.電気・ガス・熱供給・水道、H.運輸・通信業、

I.卸売・小売業・飲食店、J.金融・保険業、K.不

動産業、L.サービス業、M.公務の七業種をさす。

L.分類のサービス業は狭義のサービス業と呼ば

れることが多い。この狭義の「サービス業」の

分類には、産業中分類72-物品賃貸業から始まっ

て、96-外国公務までを含み、各中分類に複数の

小分類項目が入っている。

　こう見ると、ひと口にサービス業といわれる

業種も膨大な数にのぼることがわかる。しかし

問題は、こうしたさまざまな業種にたずさわっ

ている人々が、自分たちの仕事の対象を「サー

ビス」と考えているか、という点である。洋服

小売店の店主は、自分は服を売っているので

あって、サービスを売っているのではない、と

考えているのではないか。ホテル経営者は、自

分たちの仕事は建物の運用を中心としたホテル

業であると思い、病院長は自分たちは崇高な医

療従事者であると感じ、教育者は教育を行い、理

髪店主は自分は髪を切っているのだと考えてい

る。

　つまり、サービス企業の従事者の大部分に

とって、自分たちの仕事は独自なものであって、

サービスといった一般的・抽象的な仕事をして

いるわけではない、という認識が普通であろう。

もちろん、各業種には、共通して「サービス」と

呼ばれる仕事内容が含まれていることが多いが、

それは主に接客業務のことであって、特に顧客

への接客態度が強調される。

　欧米においてもこうした事情は存在すると見

えて、ラブロックは、「サービス・ビジネスにた

ずさわるマネージャーのなかで、彼らの仕事が

独特で、他の事業とは明確に異なっていると見

なしている人たちがいかに多いかを知ると、驚

くばかりである」（16）と述べている。もし各業種

ごとに企業の事業活動が完全に別個の特徴を備

えるものであるなら、ホテル管理論やレストラ

ン経営論は成立してもサービス・マーケティン

グやサービス・マネジメントは無用なものとな

ろう。

　ラブロックは、これに対して、内容の異なっ

たサービス事業に存在する類似点を見いだすこ

とによって、サービス経営に共通する重要な経

営的洞察を得ることができると主張する。そこ

でまず、関連すると見られるいくつかの特徴に

よってサービス事業を分類する。

　なお分類化は対象を認識する第一歩であり、

その後の理論構築に不可欠な段階である。ラブ

ロックは、多くのサービスの分類基準を紹介し

ているが（17）、そのうち頻繁に引用され、本論の

問題意識とも関連するのは、（１）サービス活動

の性質と（２）サービスの対象を基準とした次の

分類であろう（図１（18）参照）。この分類を基に

複数のサービス・ビジネスを貫く共通性とはな

にかを検討してみよう。
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　この図でラブロックはサービス企業を以下の

ように四つのセルに分けて分類している。

① 人を対象とし、物理的な活動によって顧客

自身に望ましい変化を生じるサービスを提

供する企業（交通機関、医療、理美容等）。

このタイプのサービスでは、顧客は物理的

にサービスシステムに入り、変換プロセス

の一部となり、サービス活動に参加しなけ

ればならない。サービスの結果は顧客自身

であり、顧客には金銭だけでなく、時間、

ストレス、物理的努力などのコストがかか

る。

（サービスの対象） 

（サービス活動） 

有
形
の
働
き
か
け 
無
形
の
働
き
か
け 

人 所有物 

People Processing
（人の身体へのサービス） 

交通機関 
医療 
宿泊 
飲食 
エステティック 
スポーツクラブ 
理美容 
葬祭 

Mental Stimulus Processing
（人の心に向けられたサービス） 

広告・宣伝 
エンターテイメント 
放送 
コンサルティング 
教育 
カウンセリング 
コンサート 
宗教 
 

Possession Processing
（所有物へのサービス） 

モノの輸送 
修理・保全 
倉庫・貯蔵 
清掃 
衣服のクリーニング 
給油 
廃棄物処理 
庭園管理 
 

Information Processing
（無形資産へのサービス） 

会計 
銀行業務 
情報処理 
保険業務 
法律サービス 
プログラミング 
調査 
投資顧問 

図1　サービスの分類

② 顧客の所有物を対象とし、物理的な活動に

よって、所有物に望ましい変化を生じる

サービスを提供する企業（輸送、修理・保

全、クリーニング等）。変換の対象物は

サービスシステムに入らなければならない

が、顧客自身は仕事の発注と引き取りの際

に企業と接するだけで、生産と消費の同時

性は発生しない。

③ 人の心を無形の活動によって刺激するサー

ビスを提供する企業（宣伝、映画・劇場教

育等）。この種のサービスを受けるには顧

客は時間を投資しなければならない。ま

た、顧客は実際に居る場所はどこであって

も、心はサービスに注意を向けていなけれ

ばならない。これらのサービスの内容は主

に情報であるから、それらをCDやビデオ、

テープなど媒体に搭載してモノ製品として

販売することができる。
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④ 顧客の所有する無形資産に情報処理を施す

サービスを提供する企業（銀行、保険、

データ処理等）。顧客は、普通仕事を発注

するだけで、サービスシステムには参加し

なくてもすむ。情報技術によって仕事の効

率性が大きく向上した分野が含くまれ、

サービス・アウトプットである情報は、文

書、本、テープ、CDなどの媒体に搭載さ

れて保存されることが多い。　

　この分類は、各々のセルに属するサービス企

業が（１）どんな性質のベネフィット（価値）を

顧客に提供しているか、また、（２）顧客行動の

内容、および（３）サービス生産システムの選択

などについての知識や原則を提供していて、企

業が自社のサービス戦略の立案に利用すること

ができる（19）。

　では、この分類からサービスの本質について

どんなことが見えてくるだろう。この分類基準

が表しているのは、サービスとは人やその所有

物に対して顧客の望む変換を行うプロセスだと

いうことであろう。対象への有形の働きかけも

無形の働きかけも一つの動作ということはあり

えず、連続する活動（プロセス）を示唆してい

るからである。これは明らかに、サービス事業

が経営内容において個別的でユニークだという

主張への反論になっている。各セルの表す条件

を各々のコンティンジェンシーととらえて、

サービスを商品（販売を目的とする財）とする

企業がもつ共通の課題に応えるサービス・マネ

ジメントとマーケティングを検討することが可

能だからである。

3 サービス商品（商品レベル）

　ここでは「商品」という言葉を、顧客接点で

とらえた、企業が提供する全体的なオファーと

して考える。なお、製品（product）をモノとサー

ビスの両方を含めて、市場へのフォアーとして

とらえるという見方もある。コトラーはプロダ

クトを「あるニーズを充足する興味、所有、使

用、消費のために、市場に提供されるすべての

ものを指す」（20）としており、ラブロックもプロ

ダクトを「事業の核となるアウトプットであり、

それを消費、使用する顧客になんらかの便益を

もたらすもの」（21）として、モノとサービスの両

方が核と成りうるとしている。また上原の場合

は、コトラーの考え方を利用しながらも「製品

とは、消費者・需要家が使用・消費できる状態

になったモノ」（22）としてモノを中核として考え

ることを明確化している。

　本論では、核となるオファーがモノであれ

サービスであれ、それに付随するモノやサービ

スを含んだトータルなオファーを「商品」とし

たい。製品という言葉を使用しないのは、それ

が製造されたモノという意味を強く表している

ことと、サービスの特徴の一つである「生産と

消費の同時性」を考慮すれば、商品の方がより

サービス・オファーの実態を示していると思わ

れるからである。製品は工場で作られるが、商

品は顧客接点になければ商品ではないからであ

る。つまり商品には使用価値と交換価値の両方

が必要なのだ。（経済学では「商品」という言葉

をモノ製品に限って使う立場と、サービス等の

無体財も含めて考える立場、例えば金森他編『経

済辞典』有斐閣、があるようだが、本論は後者

の立場を取っている）。

　この「商品としてのサービス」は、したがっ

て核となるのはサービスであり、その周辺にモ

ノや他のサービスを配して、その全体が顧客に

提供される企業オファーである。こうしたサー

ビスを含んだ拡張された商品（製品）概念を取

り上げている上原、山本、グルーンルースの三

人を検討してみよう。　

　上原は、コトラーの製品の三層構造、つまり

①製品の核（コンセプト─ 顧客のどんな問題を
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解決するか）、②製品の形態（「製品の核」を実

現するための手段としての物的な製品形態）、

③製品の付随機能（消費者が「製品の形態」を

有効かつ効率的に使用・消費しやすくするため

に売り手が行う付随サービス。例えば、製品の

配送、据え付け等）を認めたうえで、それが「売

り手の行為にしか着目していない」ことを批判

する。そして特定の「製品の核」をもつ固有の

「製品形態」が顧客によって使用・消費されるま

でにいかなる行為が必要とされるかを洗い出し、

その部分（サービス）を売り手が担うのか、買

い手が担うのか、それとも製品形態に組み込ん

でしまうのか、により三つの製品戦略にまとめ

ている（23）。

　売り手が担う場合は「膨張化戦略」となり、付

随サービスの提供が必要となる。買い手が行う

場合、「削減化戦略」（例えば、顧客にコピー機

のトナーを取り替えさせる）となり、製品形態

に組み込んでしまうのは「ビルト・イン戦略」（例

えばレトルト食品）である。

　上原は、膨張化されたプロダクト、つまりモ

ノ＋サービスがトータル・オファーであり、そ

の場合、付加されたサービス内容が顧客訴求の

観点から大切であること。また消費者がモノを

消費・使用するためには、たとえ結果として削

減化またはビルト・イン戦略が取られるとして

も、一定のサービス活動が製品の消費過程で必

要となるという見方をハッキリと示している。

　山本は、サービス・マーケティングの研究領

域を明確化するという問題意識のもとに、図２

のような無体財を含む「財」の分類を提案して

いる（24）。山本の意図は、たんにモノ対サービス

といった二分法によってサービス・マーケティ

ングの対象を示すのではなく、取引客体である

無体財の内容を分類することによって、より包

括的で実態に即した研究領域を示そうとするこ

とにある。

効用を発生する源が物質財 

効用を発生する源の所有権 
の移転あり 

効用を発生する源の所有権 
の移転無し 

有体財 
 

有体財利用権 

情報 
 

サービス 

効用を発生する源が非物質財 

　図2　無体財を含む財の分類

　この図では、二つの基準で財が分類されてい

る。一つは、売買の結果「効用を発生する源の

所有権」が移転するかどうかである。モノ製品

の売買ではそのモノの所有権は売り手から買い

手に移転するが、サービスでは移転しないと考

えられている。第二の基準は、効用を発生する

源が物質財か非物質財かという基準である。こ

の二つの基準から図のように四種類の財が分類

される。「有体財」、「有体財利用権」、「情報」、

「サービス」である。有体財利用権、情報、サー

ビスの三つが無体財と分類される。このうち有

体財利用権とは、有体財を利用する権利を一定

の時間や空間を限って取引するもので、レンタ

カーの自動車やホテルの客室、電話回線などが

例としてあげられる。

　ショスタックが「分子モデル」（25）と名付けた

市場要素（商品）の分解図式において、有形要

素と無形要素の二つで分析しているのに対し、
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山本は、この四つの財（実際にはこれに情報の

提供方式の一つである「情報利用権」をくわえ

た５つ）によってさまざまな製品を分析する。例

えば、医療サービス（26） は、診察、検査という

サービス要素と、待合室、診察室、検査機器と

いった有体財利用権、また症状の告知や治療方

法の説明等の情報、および薬（有体財）という

分子から構成されるとしている。

　山本の図式は、商品（山本では製品）がモノ

またはサービスといった二分法で分析されるの

ではなく、複数の要素の総体であることを巧み

に示している。ほとんどの商品がこの４つの分

子のすべて、また複数を含んでいて、有体財の

みのモノ製品、無体財のみのサービスという単

純化した区分が成り立たないことを明らかにし

ている。また、商品の差別化は、こうした複数

の分子の内の特定の項目の質を向上するといっ

た方法でなされるというインプリケーションも

含んでいる。

　しかし、山本のアプローチは、交換客体自体

の内容構成を明らかにするという存在論的な問

題意識が強くなってしまった結果、企業の意図

や消費者の欲求といった経営的な視点が欠落し

たものとなっている。商品別に並列的、客観的

に要素を分析することはできても、商品の特徴

のどの部分が核となり、顧客の満足や不満を生

むのかといった示唆が得にくくなっている。

　さて前述の上原の議論ではオファーの核とな

るのはモノ製品が想定されていた。これに対し、

グルンルースは、現代では顧客に対してどんな

価値生産のプロセスを提供するかが大切であっ

て、オファーの核であるコア・ソリューション

をモノが担っていようと、サービスであろうと、

またはその組合わせであろうと、コア・ソリュー

ションの提供だけでは、競合他社に対する十分

な差別化は構築できないと主張する。そして、顧

客の価値生産プロセス（消費システム）の全体

に対応する「拡張されたサービス・オファー」を

検討すべきだと述べている（27）。なぜ「サービス」

オファーなのかといえば、たとえコアがモノで

あろうと、結局オファーのすべての要素が組み合

わされて、全体として顧客に対して価値生成的な

ソリューションを提供しているからである（28）。

グルンルースはこうした見方をサービス・パー

スペクティブと呼ぶ（29）。つまり顧客に対するす

べての価値提供は、本質においてサービス提供

なのだということである。

　グルンルースの「拡大されたサービス・オ

ファー」は次の図３（30） のような構造を持って

いる。

　まず、円の中であるが、三つの要素から構成

される。①コア・サービス、②促進的サービス

またはモノと③支援的サービスまたはモノであ

る。この部分は拡大されたサービス・オファー

のにおいて、顧客に対しテクニカルなアウト

プットを生みだす側面に関係する。グルンルー

スは、サービス品質を「何を（What）」と「いか

に（How）」の二つの側面に分け、前者を技術的

な側面、後者を機能的（functional）な側面とよ

んでいる（31）（医療サービスによって病気が治癒

することが技術的な側面であり、どのように治

療サービスが提供されたかが機能的側面であ

る）。

　円内の三つの要素は、全体として前者の技術

的品質、つまりサービスの結果に関係する。

①コア・サービスは企業の市場での存在理由を

示す事業内容であり、ホテルでは宿泊、航空機

は輸送、医療機関は治療などである。②促進的

（facilitating)サービスまたはモノは、コア・サー

ビスを利用するために顧客が必要とする付加的

サービスやモノを意味する。ホテルや航空機の

予約やチェック・インが促進的サービスの例で

あり、銀行のATMサービスにおけるATMの機

械やカードは促進的なモノとなる。促進的サー
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ビスまたはモノは、これらを抜きにしてはコア・

サービスを十全には利用できないような要素を

さす。③支援的(supporting)サービスまたはモノ

は、コア・サービスの価値の向上や競合他社と

の差別化を実現するための要素である。ホテル

におけるレストラン、航空旅客機の機内食の提

サービス・コンセプト 

コア・サービス 

促進的 
サービス 

（またはモノ） 

支援的 
サービス 

（またはモノ） 

顧客参加 

相互作用 サービスへの 
接近可能性 

図3　拡張されたサービス・オファー

供や映画などが支援的サービスであり、ホテル

の洗面室においてあるアメニティー類（シャン

プー、歯ブラシ等）やイベント参加者への景品

などが支援的なモノとなる。

　次に円の外側であるが、まず「サービス・コ

ンセプト」は、当該組織の基本的方向・意図を

表すもので、ターゲット、提供するベネフィッ

トや利用する技術の決定を含んだ事業の定義で

あり、提供する全体的なオファーの基本的特性

を規定する。

　さて、サービスは活動であり価値生成プロセ

スであるのでモノ製品とは異なり本質的にダイ

ナミックな特性を有している。また、生産と消

費の同時性の特徴から、実際のサービス提供（生

産プロセス）は顧客の「消費プロセス」の中で

展開することになる。つまり拡張されたサービ

ス・オファーは、顧客の全体的な消費システム（32）

と対応していなければならない。グルンルース

は、この顧客の消費システムに関連して考慮す

べき項目として、①サービスへの接近可能性、

②顧客参加および③相互作用の三つをあげてい

る。

① サービスへの接近可能性に関係する要素と

しては以下が例示されている（33）。

・従業員の数とスキル

・営業時間、タイムテーブル、仕事の遂行

　に要する時間

・立地

・サービス施設の内部と外部

・道具、設備、パンフレット、書類等

・顧客のアクセスを可能にする情報技術

・サービス・プロセスに同時に関わる顧客

　の数と顧客の知識
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② 顧客参加については：

・情報の提供、書類への記入、ウェブサイ

　トの利用

・顧客のサービスプロセスへの参加準備状

　況と動機付け

③ 相互作用は：

・従業員と顧客とのコミュニケーション

・組織の物的、技術的リソースとの相互作用

・システムとの相互作用

・プロセス内での他の顧客との相互作用

　こうした項目は、顧客から見た場合、企業の

マーケティング・ミックスの要素であるが、現実

には注文処理、請求・支払い手続き、クレーム処

理、マニュアル作成、クライアント従業員の訓

練、質問への対応、アフターサービス、保証、モ

ノ製品が絡めば配送、梱包、といった一般業務、

つまり「請求できない隠れたサービス」（34）の現実

のあり方や形態によって左右される。顧客の全

体的な消費システムを対象とした場合、これら

の隠れたサービスを顧客志向へ転換することに

よって、グルンルースが指摘する品質の残りの

側面、つまり顧客が「いかに（how）」に消費す

るかに対応する機能的な品質を向上することが

できる。この「拡張されたサービス・オファー」

の特徴は、従来はマーケティング・ミックスと

考えられてきた顧客接点での一般業務を、明示

的に顧客へのオファーと捉えて顧客志向的なデ

ザインを求めている点であり、この部分こそが

サービス品質の機能的側面だと主張しているこ

とである。

　こうした文脈からすれば、例えば、精密機械

部品商社であるミスミの良く知られた「購買代

理店」の考え方を展開した四つの保証、つまり

「品質保証」、「供給保証」、「納期保証」、「価格保

証」も、この機能的側面である一般業務にまで

顧客への価値生産を拡張して、販売サービスの

高品質を保証することで差別化を計ろうする戦

略だといえよう。

4 サービス活動（活動としてのサービス）

　では、サービス商品の要素であるサービス活

動については、どんな議論がなされてきたので

あろうか。サービス概念の明確化が一般化して

いない（35） わが国の状況に対して、欧米の研究

者の間ではほぼ共通の理解が成立しているとい

える（36）。たまたま手元にある1995年以降に米

国で出版されたサービス・マーケティングの大

学・大学院用のテキストにおいて、サービスの

定義がどうなされているかを引用すれば、以下

の通りである。

・ザイタムルとビットナー（2000）：サービス

　は行為、プロセス、パフォーマンスである（37）。

・ラスト、ザホリック、ケニングハム（1996）：

　一方が他方へ提供する本質的に無形の行為、

　パフォーマンスであり、所有権の変更を伴わ

　ないものである（38）。

・ラブロックとライト（2002）：サービスは経

　済的な活動であって、価値を生産し、ある時

　と場所においてサービスの受け手または所有

　物に対して望ましい変化を生むというベネ

　フィットを提供するもの（39）。

　共通しているのは、サービスは活動または行

為であるという点である。

　わが国の研究者はどう考えているのだろうか。

上原は次のように述べている「ある経済主体が、

他の経済主体の欲求を充足させるために、市場

取引を通じて、他の経済主体そのものの位相、な

いしは、他の経済主体が使用・消費するモノの

位相を変化させる活動そのものである」と（40）。

上原の定義の方が先行して行われているが、上

記のラブロック等のものとほとんど同じである。
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　山本は、狭義のサービスとして「人間の労働

の成果を市場で交換するもの。サービスが提供

される対象は、人間であったり有体財であった

りする。顧客との間で直接に交換されなくても

顧客の所有物に働きかけるサービスも含まれる」

と述べている（41）。いく分わかりにくいが、労働

は人間の活動であるから、これも活動概念の流

れに含まれる。「成果」としているのは、市場で

の交換対象としての側面を強調しているのであ

ろう。ただし、この規定では、人間だけが提供

主体となり、モノやシステムが提供するサービ

スが除外されるが、それは山本が市場に提供す

る製品全体（商品）の構成要素としてサービス

以外に有体財、有体財利用権、情報を取りあげ

ているからである。

　野村のサービス概念は、曖昧さの少ない明確

なものである。彼は、利用可能な諸資源を

「もの」と呼ぶ。「もの」は、人、物、システムを

含む。つまり「もの」はストックし得るすべて

を指す。サービスとは「ものが有用な機能を果

たすその働き」であり「ものが使用価値を実現

する過程」だとしている。また人以外の「もの」

を市場で売買する場合、これを「物財」とし、サー

ビスが売買される場合「サービス財」としてい

る。つまり交換客体としての「サービス」は野

村の場合は「サービス財」なのだ（42）。

　上原は、野村のサービス概念について、その

独自性を高く評価しながらも、以下のような批

判を加えている。つまり「野村氏においては、

サービスが「もの」へ体化する際、会計とか企

業といった経済主体の果たす積極的な役割が捨

象されてしまっている。....確かに、物およびシ

ステムは使用価値の実現過程（サービス）とい

う機能を発揮する契機を内包している。....しか

しこのことは物やシステムが直ちにサービス対

象に対してそのような機能を遂行することを意

味するわけではない。その遂行のための条件を

有しているにすぎない」（43）。この批判は、（先に

触れたように）サービス商品レベルで検討した

山本の場合にもあてはまる。つまりサービスの

定義が存在論的な問題意識から行われると、客

観的・本質的な規定が優先し、経営活動として

位置付けるという視点が希薄になってしまうと

いうことである。

Ⅲ　まとめ

　以上、さまざまのレベルにおけるサービス概

念を検討した。経済レベルでの「無形財」とい

う一般的理解には問題が多く、サービス財の定

義としては大雑把すぎて適切さを欠くこと。企

業レベルではサービスそのものを理解する発想

が希薄で、各業種ごとの独自性が強調されるこ

と。そのため業種横断的に共通するサービス経

営の課題という視点が確保されない限り、マネ

ジメントの対象としてのサービスという発想が

生まれにくいことが指摘された。それに対し、

サービス商品とサービス活動の二つのレベルで

は、経営客体としてのサービスの概念化を検討

することが可能であることが示された。

　商品レベルでは、モノやシステム、情報といっ

た諸資源とサービスを組合わせたトータルなオ

ファーとして捉えることができること、またそ

のオファーは、顧客の消費システムに対応した

ソリュウションとして構成されるべきであるこ

とが示された。グルンルースが強調するように、

商品は顧客が「いかに」それを消費するかとい

う機能的側面が競合他社との差別化要因として

重要だとすれば、すべての商品は拡張された

サービス・オファーでなければならない。この

サービス商品こそがサービス・マネジメント／

マーケティングの対象であることが明らかに

なった。

　活動レベルでは、最大公約数な合意としては、
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「サービスとは価値形成的な活動、またはそれを

要素とするプロセス」ということになろう。こ

の規定から演繹的にいくつかの重要な特質が導

かれる。まず、価値形成的な活動とは、顧客の

消費システムを前提に考えれば、顧客の抱える

課題へのソリューションであることが前提とな

る。また、「活動」は働きかけの対象を必ず必要

とするので、サービス提供プロセスは、サービ

ス資源（人、モノ、システム、）と顧客との「相

互作用」（44）（45） として進行する。加えて、活動

自体を提供するのがサービスであるから、その

サービスの源である諸資源の所有権は顧客へ移

転されることはない。これがサービス取引では

所有権の移転が生じない所以である（46）。

　こうしたサービスの特徴は、サービス商品を

経営客体とするサービス・マネジメントの制約

条件とも促進条件ともなり、サービス経営の課

題を生成する。

　なお、こうした検討結果から、当初想定した、

対象の広がりを示すレベルごとのサービスとい

う言葉の用法を比較することが、サービス概念

の理解について新しい意味を明らかにするとい

う仮説は、おおむね妥当すること、とりわけ、「商

品」と「活動」の二つのレベルのおいて概念化

を取り上げることが可能なことが明らかになっ

た。

　次に、始めに提起した第二番目の問題を検討

してみよう。1980年代に入って「サービス」に

ついての定義を構築する努力への関心が欧米の

研究者の間から大きく薄れてしまった理由につ

いてである。

　その主たる理由は、（以上の検討結果から類推

すれば）サービスがサービスである限り持つ根

元的な特徴（存在論的特徴）を明らかにするに

は、結局モノとの比較において探究せざるを得

ないが、①そこから抽出された複数の特徴の内、

何を必須のものとするかについてかならずしも

合意がないこと（47）。②また、これらの特徴がか

ならずしもサービスだけが備えた特徴でないこ

と。（例えば、モノの物理的な有形性は五感でそ

れと認知できるが、無形性はもともと主観的に

認知され、有形の製品の場合もイメージのよう

な無形的な特徴を備えていて（48）、ある場合には

それも非常に重要であること）。また、サービス

商品についての議論からも明らかなように、

③市場に提供されるサービス財（商品）は結局

サービスとモノやシステムとの組合わせであっ

て、サービス単独の商品は考え難いことである。

これらの理由からモノとの対比を通じて、サー

ビスそのものの本質的特質を探求し、定義付け

ることは困難であり（49）、またそれを追求するこ

とにあまり実りがない、という理解が共有され

ることになった、と考えられる。

　結局、サービスとは市場取引の対象となる価

値生産的な活動またはプロセスといった最小限

の規定を基にして、活動としてのサービスを含

んだトータルなオファーをどのように構成し

マーケティング的な課題に応えていくか、とい

う点が重要なのだという結論に至る（50）。した

がって、オファーの中でサービス活動の役割が

大きくなるほど、サービス・マーケティングの

役割も大きくなることになる。

　では、サービス商品のマーケティングはどの

ような課題を取り上げるのであろうか。それは

結局、「サービス現象」の特質に基盤を置いたも

のとなる。サービス活動は顧客にとっては「経

験」であるが、経験は事前にその質を評価する

ことが難しい。そこで、①サービスの品質を一

定水準以上に維持する生産システムを用意する

にはどうすべきか（51）。また②サービス品質を評

価するにはどんな方法があるか（52）。サービス活

動はその場その時に対象を必要とし、故にサー

ビスは生産と同時に消費されるが、ではその場

で③顧客をいかに満足させるのかというサービ
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ス・エンカウンターの問題（53）が重要となる。ま

た④サービス・オファーをどう設計するか。そ

して、サービスはモノの場合より顧客の知覚リ

スクが高いとすれば、⑤商品のプロモーション

や価格設定をいかに行うべきか（54）。サービス・

プロセスにおいて顧客との相互作用が重要な

「場」であるとすれば、その中で⑥再購入を実現

する関係性をどのように構築するか（55）、また相

互作用に参加する⑦顧客の動機付けや能力をど

う高めるか、⑧サービスを提供する従業員への

インターナル・マーケティング（56） をどう行う

か、最後に⑨サービス提供に情報技術をどのよ

うに活用するか（57）等々の課題がサービス・マー

ケティング固有の領域としてあげることができ

よう。

　最後に、以上のサービスについての概念化の

作業が、具体的なサービス提供場面において持

つインプリケーションを考えてみよう。最も豊

かな示唆を内包しているのは、サービス商品に

ついての議論である。上原、山本、グルンルー

スの３人の理論を検討したが、各々、サービス

商品のデザインについて有効なガイドラインを

提供している。

　特にグルンルースの拡張されたサービス・オ

ファーの概念は、テクニカルな結果を生むサー

ビスパッケージのみならず、顧客が「いかに」商

品を消費するかの側面も取り上げて、請求、支

払い、配達、設置等の「隠れた請求できないサー

ビス」を顧客志向に設計することで、提供過程

での顧客の品質認知を高めることのできる可能

性を示唆している。顧客の消費システムを十分

に理解・予測することによって、具体的な設計

項目に落とし込むことができるであろう。
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